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はじめに 

本『2023 年度メンテナンス実態調査報告書「附属書 設備保全コストデータ
編」』は、「2023 年度メンテナンス実態調査」に基づき、設備管理・保全に関す
る費用および人員数についての実績と、国家統計をもとにした推計値をまとめ
たものです。 

現代のものづくりを取り巻く環境は日々変化し続けており、とくに最近では、
設備管理・保全の業務量が増加し、その難易度も高まっています。さらに、人
材面での対応が追いつかず、現場の負担が増大しているのが現状です。 

このような背景の中で、保全費や人員の適正化を図るためには、正確なデー
タに基づいた検討が不可欠です。本附属書が、みなさまの業務における意思決
定の一助となり、産業界の課題解決に少しでも貢献できれば幸いです。

ぜひご一読いただき、今後の活動にお役立てください。 

2024 年 10 月 
公益社団法人日本プラントメンテナンス協会 
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「2023年度メンテナンス実態調査」調査の概要 

1．調査の目的
製造業の「設備管理・保全」の実態を調査・分析することにより、今後の製

造業における「設備管理・保全」の課題設定や解決策を検討する際の資料とな
ること。 

２．調査の対象・回答者 
日本プラントメンテナンス協会・正会員、事業所会員および当会サービス利

用者に回答を依頼し、回答者は「178」（装置産業「75」、加工組立産業「71」、
その他産業「32」）でした。 
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3．調査期間 
2024 年２月 15 日～5 月 10 日 

4．調査方法 
 調査主旨・質問票をあらかじめ送付し、インターネット上で回答いただきま
した。 

５．調査結果 
報告書として制作・公表します。 
・『2023 年度メンテナンス実態調査報告書』 
・（本書）『2023 年度メンテナンス実態調査「附属書 設備保全コストデータ編」』 
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「2023年度メンテナンス実態調査」報告書の構成・配布 

 2021 年度版より、「メンテナンス実態調査報告書」は、印刷物（紙冊子）から
電子ファイル（PDF ファイル）でのご提供としております。 
また、2023 年度の調査結果は、本年７月に発行した本編に当たる「メンテナ

ンス実態調査報告書」および、本附属書に分けて発行しております。
当会会員・回答者には PDF ファイルを無償で配布します。この他の希望者に

は、当会ホームページにて有料でご購入いただけます。 

●公益社団法人 日本プラントメンテナンス協会ホームページ
https://www.jipm.or.jp/ 

●「メンテナンス実態調査」概要編がご覧になれる「公開資料」のページ
https://www.jipm.or.jp/company/report/

「メンテナンス実態調査」報告書の引用・転載 

報告書の内容は、商業利用以外は自由にご利用いただけます。個人使用目的
以外の複製・社内での頒布、他資料への引用・転載は自由です。ただし、引用・
転載の際には下記のように出典の表示をお願いいたします。 

 書体や文字の大きさ、デザイン等は見やすいものとし、外枠は不要です。
なお、引用・転載した資料を社外に公開する場合は、当会までご一報ください。 
<問合せ先> 
公益社団法人日本プラントメンテナンス協会 企画管理・調査研究部 
Tel．03-6865-6081 E-Mail：rd@jipm.or.jp 

１．『2023 年度メンテナンス実態調査報告書』 
＊本書とは別に発行しています。 

① 「概要編」
本書の要約版です。当会ホームページ「公開資料」にも掲載しています。 

② 「詳細編」
「概要編」の詳細項目や結果分析が記されています。

2．『メンテナンス実態調査「附属書 設備保全コストデータ編」』（本書） 
「設備管理・保全に関する費用」の調査結果です。 

メンテナンス実態調査報告書 附属書 設備保全コストデータ編©公益社団法
人日本プラントメンテナンス協会（2024）より引用
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2023 年度メンテナンス実態調査報告書 附属書 
設備保全コストデータ編 目次 

1．設備管理・保全に関する費用 ---------------------------------------7 

（1）保全費比率と総保全費推計 ------------------------------------------------7

（2）「保全費」の構成 ----------------------------------------------------------12 

（3）「全設備投資額」に対する「維持更新費用」割合 --------------------------------14 

（4）「保有している設備の合計金額」に対する「維持更新費用」--------------------15 

（5）「総保全費」に占める情報技術の割合 ----------------------------------------16 

（6）「総保全費」に占めるカーボンニュートラル（CN）対応の割合 -----------------16 

（7）全外注費用のうち、保全に関わる外注費用の割合 ----------------------------17 

（8）全外注費用のうち、設備診断・検査に関わる外注費用の割合 -----------------—17 

2．設備管理・保全の人員数 ------------------------------------------18 

（1）設備管理・保全の人員数の推計--------------------------------------------18

（2）保全のスキル保有者比率 --------------------------------------------------20 

3．参考分析 保全費関係のデータのクロス分析 -------------------------21 

（1）国内生産動向 -----------------------------------------------------------22

（2）保全の難しさ -----------------------------------------------------------23

（3）保全業務量（自社・外注）------------------------------------------------24

（4）高経年設備状況 —--------------------------------------------------------25

（5）保全組織 —--------------------------------------------------------------26

（6）故障状況（大故障・小故障・不具合）--------------------------------------27

（7）高経年設備対策 —--------------------------------------------------------29

（8）マネジメント対策 —------------------------------------------------------30

（9）基本事項整備対策 —------------------------------------------------------31

（10）人材育成対策 —---------------------------------------------------------32

（11）CN（カーボンニュートラル）対策 —----------------------------------------33 

（12）設備高度化－MP —-------------------------------------------------------34

（13）設備高度化－設備改造 —-------------------------------------------------35

（14）設備高度化－新技術 —---------------------------------------------------36

（15）現場活動 —-------------------------------------------------------------37

（16）情報技術（増加）--------------------------------------------------------39 

（17）まとめ表 —-------------------------------------------------------------42
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1．設備管理・保全に関する費用
（1）保全費比率と総保全費推計
保全費および保全費比率を下記として、2022年度の実績数値の回答を集計しました。
●「総保全費」「保全費」「維持更新費」について
「総保全費」とは、「保全費」と「維持更新費」の合計です

・保全費とは、検査や補修等に関する費用で、材料費、外注費管理間接費・その他か
ら成ります

・「維持更新費」は、維持更新投資（固定資産勘定）のうち、年度内費用として計上
するものです。新規設備投資は含みません

●「総保全費比率」「保全費比率」「維持更新費比率」について
生産額（製品出荷額）に対する割合です。

材料費

外注費

管理間接費・その他
総保全費

維持更新費

総保全費＝保全費＋維持更新費

保全費

生産額（製品出荷額）

総保全費比率（％）

保全費比率（％）

維持更新費比率（％）

＝

＝

＝

（保全費額＋維持更新投資（費）額）

保全費額

維持更新投資（費）額

生産額（製品出荷額）

生産額（製品出荷額）
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①保全費比率（本調査結果）
（a）業種別（大分類）

（n）
総保全費比率

（％）
保全費比率
（％）

維持更新費比率
（％）

全体（146） 5.9 2.7 3.3
装置（75） 4.7 2.5 2.3
加工（71） 7.1 2.8 4.2

（b）業種別（細分類）
有効な回答数があった業種の平均値は下表のとおりです。

（n） 総保全費比率
（％）

保全費比率
（％）

維持更新費比率
（％）

全体（146） 5.9 2.7 3.3

食品（9） 6.2 3.8 2.4

化学（38） 7.1 4.5 2.6

石油・石炭（2） － 0.2 －

鉄鋼（7） 5.3 2.9 2.4

非鉄金属（9） 2.7 0.9 1.8

金属製品（7） 27.7 4.7 23.0

一般機械（4） 4.3 2.5 1.8

電気機械（3） 5.0 2.0 3.0

半導体・電子部品（4） 14.3 2.7 11.7

輸送用機械（14） 3.7 1.1 2.6

輸送用機械部品（20） 3.0 1.2 1.8

その他製造業（16） 3.5 1.1 2.4

2022年度の「総保全費比率」「保全費比率」「維持更新費比率」の回答平均値は下表のと
おりです。
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（c）保全費比率の推移
本調査における「総保全費比率」「保全費比率」「維持更新費比率」の推移は下図のとお

りです。

　「保全費比率」は、2020年度：3.0％、2021年度：2.1％、2022年度：2.7％で推移してい
ますが、「維持更新費比率」は、2020年度：2.1％、2021年度：1.3％から2022年度：3.3％
へと増加しており、この影響で「総保全費比率」が2022年度に大きく上がっています。

3.6 3.8 3.7 4.0 3.9 3.5 
3.9 

4.5 4.8 

3.4 

5.9 

2.1 2.3 2.3 2.5 2.4 2.1 2.2 
2.4 3.0 

2.1 

2.7 

1.5 1.5 1.4 1.5 1.6 1.4 
1.7 2.1 

1.8 1.3 

3.3 

0

2

4

6

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

（年度）

総保全費比率・保全費比率・維持更新投資比率の推移（％）

総保全費比率 保全費比率 維持更新費比率
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②総保全費推計（国家統計データによる推測値）

（a）業種別（大分類）
①製造品出荷額

（億円）
（経済構造実態調査）

②総保全費比率
（%）

（本調査結果）

③総保全費推計
（億円）
①×②

全体 3,617,749 5.9 214,646

装置 1,456,173 4.7 68,801

加工 1,494,792 7.1 105,698

（b）業種別（細分類）
有効な回答数があった業種の推計値は下表のとおりです。

①製造品出荷額
（億円）

（経済構造実態調査）

②総保全費比率
（%）

（本調査結果）

③総保全費推計
（億円）
①×②

3,617,749 5.9 214,646

食品 317,264 6.2 19,734

化学 342,810 7.1 24,371

鉄鋼 239,410 5.3 12,689

非鉄金属 133,586 2.7 3,607

金属製品 169,199 27.7 46,868

一般機械 127,811 4.3 5,496

電気機械 213,374 5.0 10,669

半導体・電子部品 169,948 14.3 24,303

輸送用機械 705,284 3.3 23,043

その他製造業 47,125 3.5 1,652

全体

装置

本調査で算出した事業所における出荷金額に対する総保全費比率と、最新の経済構造実態
調査による出荷金額から、全国ベースの設備保全費を推計しました。

加工
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（c）推計総保全費額の推移（総保全費・保全費・維持更新費の金額推移）
総保全費・保全費・維持更新費の推計金額の推移は下図のとおりです。

　「維持更新費比率」の急激な上昇（「保全費比率」の推移を参照）により、「維持更新費
額」が急激に上昇しています。これにより、「総保全費額」が急増しています。

10.2 11.1 11.2 12.2 11.8 

11.1 

13.0 
14.5 15.3 

11.2 

21.5 

5.9 6.7 7.0 7.6 7.0 6.7 7.2 
7.8 

9.6 

6.9 9.6 

4.3 4.4 4.2 4.6 4.7 4.4 
5.8 6.7 

5.8 4.3 

11.8 

0

5

10

15

20

25

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

（年度）

総保全費・保全費・維持更新費の推計金額の推移
（兆円）

総保全費額 保全費額 維持更新費額
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（2）「保全費」の構成

（a）業種別（大分類）

（b）業種別（細分類）
有効な回答数があった業種の平均値は下図のとおりです。

「保全費」を構成する「材料費」「外注費」「管理間接費・その他」の比率は下図のとお
りです。

　「外注費」の占める割合がもっとも高く、装置が加工よりもその比率が13.0％装置が高く
なっています。「材料費」は、装置と加工の差は大きくありません。「管理間接費・その
他」（人件費が多くを占めます）は、加工が装置より9.2％高くなっています。

　細業種で見ると、業種的な差が大きく見られます。
　「材料費」は、半導体・電子部品および非鉄金属で他の業種に比べて大きくなっています
が、輸送用機械、金属製品では小さくなっています。「外注費」は、化学、金属製品、電気
機械で大きい一方、半導体・電子部品、非鉄金属は小さいです。「管理間接費・その他」
は、輸送用機械で他の業種に比べて大きい一方、半導体・電子部品では小さくなっていま
す。

30.4

28.0

33.3

46.7

52.7

39.7

23.5

19.4

28.5

全体

装置

加工

保全費の構成（大分類業種、構成比％）

材料費 外注費 管理間接費・その他
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25.9

28.4
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70.0
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20.0

89.3

6.5

45.8

28.0
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51.5

60.0

54.9

15.0

60.0

45.0

60.0

5.9

25.4

36.5

52.0

23.5

22.6

13.1

12.6

15.0
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17.5

20.0

4.8

68.1

17.7

20.0

全体
食品
化学
鉄鋼

非鉄金属
金属製品
一般機械
電気機械
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輸送用機械

輸送用機械部品
その他製造業

保全費の構成（細分類業種、構成比％）

材料費 外注費 管理間接費・その他
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（c）保全費構成項目ごとの年度推移

　どの構成要素も、装置と比べて、加工での変動が大きいといえます。

2008年度から2022年度の保全費構成ごとの推移を、大業種別に比較します。
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（3）「全設備投資額」に対する「維持更新費用」割合

（a）業種別（大分類）
全体 装置 加工

27.8 35.7 17.4

（b）業種別（細分類）
　有効な回答数があった業種の平均値は下表のとおりです（％）。

業種 維持更新費用割合
（対設備投資）

食品 34.1
化学 47.9
石油・石炭 71.0
鉄鋼 41.7
非鉄金属 15.0
金属製品 1.8
一般機械 30.0
電気機械 2.0
半導体・電子部品 2.3
輸送用機械 1.0
輸送用機械部品 9.6
その他製造業 19.1

「全設備投資額」の中での生産設備投資額に占める2022年度の「維持更新費用」の割合は下
表のとおりです。

・維持更新費用割合（対設備投資）＝「維持更新費額」／「全設備投資額」（％）

維持更新費用割合
（対設備投資）（％）
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（4）「保有している設備の合計金額」に対する「維持更新費用」割合

（a）業種別（大分類）
全体 装置 加工

3.9 3.6 4.3

（b）業種別（細分類）
有効な回答数があった業種の平均値は下表のとおりです（％）。

業種 維持更新費用割合
（対設備資産）

食品 3.8
化学 4.5
鉄鋼 1.3
非鉄金属 15.0
金属製品 0.5
一般機械 12.5
電気機械 1.0
半導体・電子部品 1.8
輸送用機械 2.7
輸送用機械部品 2.0
その他製造業 5.1

「保有している設備の合計金額」に対する2022年度の「維持更新費用」の割合は下表のと
おりです。

・維持更新費用割合（対設備資産）＝「維持更新費額」／「保有している設備の合計額」
（％）

維持更新費用割合
（対設備資産）（％）
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（5）「総保全費」に占める情報技術の割合
　「総保全費」に占める情報システム・情報技術の割合は下表のとおりです。
（a）業種別（大分類）

全体 装置 加工

4.1 3.4 4.9

（b）業種別（細分類）
　有効な回答数があった業種の平均値は下表のとおりです（％）。

業種
情報システム・
情報技術の割合
（対総保全費）

食品 6.0
医薬品 1.8
化学 2.4
石油・石炭 0.1
鉄鋼 6.4
非鉄金属 10.0
金属製品 2.5
一般機械 10.5
電気機械 5.0
輸送用機械部品 2.4
その他製造業 5.4

（6）「総保全費」に占めるカーボンニュートラル（CN）対応の割合
　「総保全費」に占めるCN対応の割合は下表のとおりです。
（a）業種別（大分類）

全体 装置 加工

3.8 3.7 3.9

（b）業種別（細分類）
　有効な回答数があった業種の平均値は下表のとおりです（％）。

業種
CN対応の割合
（対総保全費）

食品 4.6
化学 2.2
鉄鋼 3.2
非鉄金属 5.0
金属製品 2.5
一般機械 7.5
電気機械 5.0
輸送用機械 2.0
輸送用機械部品 5.2
その他製造業 5.2

情報システム・情報技術の割合
（対総保全費）（％）

CN対応の割合（対総保全費）
（％）
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（7）全外注費用のうち、保全に関わる外注費用の割合
　全外注費用のうち、保全に関わる外注費用の割合は下表のとおりです。
（a）業種別（大分類）

全体 装置 加工

34.4 41.0 25.0

（b）業種別（細分類）
　有効な回答数があった業種の平均値は下表のとおりです（％）。

業種
保全外注費の割合
（対全外注費）

食品 45.7
化学 58.5
鉄鋼 21.5
非鉄金属 10.0
金属製品 24.0
一般機械 57.5
電気機械 40.0
輸送用機械部品 9.6
その他製造業 13.2

（8）全外注費用のうち、設備診断・検査に関わる外注費用の割合
　全外注費用のうち、設備診断・検査に関わる外注費用の割合は下表のとおりです。
（a）業種別（大分類）

全体 装置 加工

10.7 11.3 10.0

（b）業種別（細分類）
　有効な回答数があった業種の平均値は下表のとおりです（％）。

業種 設備診断・検査費の割
合（対全外注費）

食品 10.1
化学 19.8
石油・石炭 4.4
鉄鋼 2.7
非鉄金属 5.0
金属製品 0.2
一般機械 15.0
電気機械 30.0
輸送用機械部品 3.2
その他製造業 7.2

設備診断・検査費の割合
（対全外注費）（％）

保全外注費の割合
（対全外注費）（％）
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2．設備管理・保全の人員数
（1）設備管理・保全の人員数の推計

（a）業種別（大分類）

保全
部門

製造
部門

その他
部門

事務･
間接
部門

保全
部門

製造
部門

その他
部門

事務･
間接
部門

合計

全体 7,752 12.5 70.8 7.4 9.2 970 5,492 573 716 7,752
装置 2,682 17.1 57.7 11.9 13.3 459 1,548 319 357 2,682
加工 3,185 9.8 78.5 4.8 6.9 313 2,501 152 219 3,185

（b）業種別（細分類）
　有効な回答数があった業種の推計値は下表のとおりです。

保全
部門

製造
部門

その他
部門

事務･
間接
部門

保全
部門

製造
部門

その他
部門

事務･
間接
部門

合計

全体 7,752 13 71 7 9 970 5,492 573 716 7,752

食品 1,122 7 89 2 2 78 1,001 24 20 1,122
パルプ･紙･紙
加工品

184 14 86 26 157 184

化学 395 16 48 12 24 63 190 47 95 395

石油･石炭 29 22 78 6 22 29

ゴム製品 115 2 63 5 29 3 72 6 34 115

鉄鋼 220 21 54 15 10 46 120 32 22 220

非鉄金属 146 5 84 2 9 7 123 3 13 146

金属製品 608 4 65 12 19 26 398 70 114 608

一般機械 317 3 76 4 17 10 241 12 54 317

電気機械 514 1 93 6 6 478 30 514
半導体･電子
部品

415 12 82 5 1 50 340 22 3 415

輸送用機械 1,057 11 79 4 6 116 835 45 60 1,057

その他製造業 163 3 77 7 13 5 126 12 21 163

①経済構造
実態調査
（千人）
従業員数

②今回調査による
部門別構成比（％）
（本調査結果）

従業員数の推計（千人）
（①×②）

　本調査で算出した事業所における業務部門別人員構成比と最新の経済構造実態調
査による従業員数から、全国ベースの業種別・部門別従業員数を推計しました。

①経済構造
実態調査
（千人）
従業員数

②今回調査による
部門別構成比（％）
（本調査結果）

従業員数の推計（千人）
（①×②）
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（c）製造部門と保全部門の推計人員数の推移
　製造部門と保全部門の推計人員数の推移および、保全人員数／製造人員数の割合
（％）の推移を示します。

　保全部門の人員数と製造部門の人員数の対比を見ると、保全人員の比率は全体的
には上昇しています。
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（2）保全のスキル保有者比率

（a）業種別（大分類）

（b）業種別（細分類）
有効な回答数があった業種の平均値は下表のとおりです。

100.0
55.9

保全部門のスキル保有者（国および公的機関が定めた資格保持者（機械保全技能
士などの資格を含む））について、保全部門の人数に対しての割合を、「スキル保
有者比率」として算出しました。

一般機械
電気機械
半導体・電子部品

保全部門の「スキル保有者比率」（％）

保全部門の「スキル保有者比率」（％）
全体
食品
化学
ゴム製品

全体
装置
加工

25.7
24.8
26.7

81.8

62.5
97.4

鉄鋼
非鉄金属
金属製品

25.7
12.5
56.5
93.8
13.2

16.3
36.4
50.0

輸送用機械
輸送用機械部品
精密機械

25.7
12.5

56.5

93.8

13.2

62.5

97.4
81.8

100.0

55.9

16.3

36.4
50.0

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

全
体
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品

化
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ム
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保全部門の「スキル保有者比率」（％）
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3．参考分析 保全費関係のデータのクロス分析 
 2023 年度の「メンテナンス実態調査」の項目と、保全費関係のデータのクロス分析
をしました。 
 
 保全費関係データは、以下のとおりです。 
①保全費比率 
②維持更新費率 
③総保全費に占める「情報システム・情報技術」の割合および「CN対応」の割合 

 
 クロス分析に用いた「メンテナンス実態調査」の項目は、以下のとおりです。 
＜保全環境＞ 
（1）国内生産動向 
（2）保全の難しさ 
（3）保全業務量（自社・外注） 
（4）高経年設備状況 
（5）保全組織 
（6）故障状況（大故障・小故障・不具合） 
＜対策状況＞ 
（7）高経年設備対策 
（8）マネジメント対策 
（9）基本事項整備対策 
（10）人材育成対策 
（11）CN（カーボンニュートラル）対策 
（12）設備高度化－MP 
（13）設備高度化－設備改造 
（14）設備高度化－新技術 
（15）現場活動 
（16）情報技術（増加） 
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国内生産が「増加」して
いると、保全費比率が低
い傾向があります。 

保全費比率とは反対
に、国内生産が「増加」し
ていると、維持更新費比
率が高い傾向がありま
す。 

情報対応は、国内生産が「増加」と「減少」で変わりませんが、CN対応は国内生産
が「増加」すると大きく、「減少」すると小さくなっています。 

＜保全環境＞ 
（1）国内生産動向
①保全費比率 ＊縦軸の項目の（ ）内の数字は、回答数です（以下同様）

②維持更新費率

③総保全費に占める「情報システム・情報技術」の割合および「CN対応」の割合
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保全の難しさによる保
全費の違いは見られませ
ん。 

保全の難しさは、「変わ
らない」場合に維持更新
費比率が低くなっていま
す。 

保全の難しさによる、情報対応と CN対応の違いは見られません。 

（2）保全の難しさ 
①保全費比率  

 
 
②維持更新費率 

 
 
③総保全費に占める「情報システム・情報技術」の割合および「CN対応」の割合 
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自社の保全業務量が「変わらない」
場合に保全費比率が高く、「減少」
では保全費比率が低くなっていま
す。 
外注の業務量では、「変わらない」
場合に、「増加」よりも高くなって
います。 

情報対応、CN 対応とも
に、自社の保全業務量が
「増加」していると小さ
く、「減少」していると大
きくなっています。 
外注業務量の違いによ

る変化は大きくありませ
ん。 

自社の保全業務量が「増加」して
いる場合に維持更新費比率が高く
なっています。 
外注の業務量が「変わらない」場
合は、維持更新費比率が高くなって
います。 
 

（3）保全業務量（自社・外注） 
①保全費比率 

 
 
②維持更新費率 

 
 
③総保全費に占める「情報システム・情報技術」の割合および「CN対応」の割合 
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高経年設備が「減少」し
ている回答数は非常に少
なく、保全費比率が低い
です。 

保全費比率とは逆に、高
経年設備が「減少」してい
ると、維持更新費比率が
非常に高くなっていま
す。 

高経年設備が「増加」している場合に、情報対応が大きくなっています。 
高経年設備が「減少」していると、情報対応が非常に小さく、CN対応も小さくなっ
ています。 

（4）高経年設備状況 
①保全費比率 

 
 
②維持更新費率 

 
 
③総保全費に占める「情報システム・情報技術」の割合および「CN対応」の割合 
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保全組織の中で「地域保全」での
保全費比率が高いです。 
また、「折衷保全」の保全費比率
が最も低いです。 

保全組織の中で「部門保全」での
維持更新費比率が極めて大きい
です。 
また、「折衷保全」の維持更新費
比率が最も小さいです。 

情報対応では、「折衷保全」が突出して大きくなっています。 
CN 対応には、大きな差が見られません。 

（5）保全組織
①保全費比率

②維持更新費率

③総保全費に占める「情報システム・情報技術」の割合および「CN対応」の割合
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大故障・小故障・不具合の故障状
況について、「増加」に注目する
と、保全費比率が「大故障＜小故
障＜不具合」の順で高くなってい
きます。 
「減少」に注目すると、小故障の
保全費比率が低く、大故障がもっ
とも高くなっています。 

維持更新費比率では、「増加」が
全平均に対してすべて低くなっ
ています。とくに小故障でもっと
も小さいです。 
逆に「減少」では、全平均に対し
てすべてで高くなっています。と
くに、大故障と不具合で高くなっ
ています。 

（6）故障状況（大故障・小故障・不具合） 
①保全費比率 

 
 
②維持更新費率 
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大故障の情報対応は、「変わらない」場合にもっとも大きく、「減少」が「増加」より
大きくなっています。CN 対応では、「減少」でもっとも大きく、「増加」の 3 倍弱で
す。 
小故障の情報対応は、「変わらない」場合にもっとも小さく、「増加」と「減少」で全
平均を上回っています。CN は減少で全平均を大きく上回っています。 
不具合の情報対応は、「変わらない」場合にもっとも小さく、増加で全平均を大きく
上回っています。CN 対応は、「増加」で全平均を上回っています。 

③総保全費に占める「情報システム・情報技術」の割合および「CN対応」の割合 
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高経年設備の対策状況による保
全費比率の変化は見られません。 

高経年設備の対策状況が「増加」
の場合、維持更新費比率が非常に
小さくなっています。 
対策状況が「減少」の場合、維持
更新費比率が突出して大きく、全
平均の 3倍弱となっています。 

情報対応は、高経年設備の対策状況が「減少」の場合にもっとも小さいです。 
CN 対応は、高経年設備の対策状況が「増加」で小さく、「減少」では非常に大きい
です。そして、「減少」は「増加」の約 2 倍です。 

＜対策状況＞ 
（7）高経年設備対策 
①保全費比率 

 
 
②維持更新費率 

 
 
③総保全費に占める「情報システム・情報技術」の割合および「CN対応」の割合 
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マネジメントの対策状況による
保全費比率の変化は見られませ
ん。 

維持更新費比率では、マネジメ
ント対策が「増加」で低く、「変わ
らない」で高く、2 倍弱の開きが
あります。 

情報対応、CN 対応ともマネジメント対策が「増加」で小さく、「変わらない」で大
きくなっており、2 倍近い開きがあります。 

（8）マネジメント対策 
①保全費比率 

 
 
②維持更新費比率 

 
 
③総保全費に占める「情報システム・情報技術」の割合および「CN対応」の割合 
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基本事項整備が「増加」の場合、
保全費比率が高くなっています。 

基本事項整備が「増加」の場合、
維持更新費比率が低くなってい
ます。 
 

情報対応、CN 対応とも、基本事項整備が「増加」では小さく、「変わらない」で大き
くなっています。とくに、情報対応では、「変わらない」が増加の 3倍強です。 

（9）基本事項整備対策 
①保全費比率 

 
 
②維持更新費率 

 
 
③総保全費に占める「情報システム・情報技術」の割合および「CN対応」の割合 
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人材育成対策が「増加」の場合、
保全費比率が高くなっています。 

人材育成対策が「増加」の場合、
維持更新費比率が高くなってい
ます。また、「増加」が「変わらな
い」の 3倍強です。 

情報対応、CN 対応とも、人材育成が「変わらない」で大きくなっています。 
人材育成が「増加」では、情報対応、CN 対応とも全体平均を下回り。とくに情報対
応は平均の約７割５分です。 

（10）人材育成対策 
①保全費比率 

 
 
②維持更新費率 

 
 
③総保全費に占める「情報システム・情報技術」の割合および「CN対応」の割合 
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CN 対策状況では、保全費比率に
大きな変化はありません。 

維持更新費比率は、CN 対策が
「増加」の場合は高くなり、「増
加」が「変わらない」の 2 倍強で
す。 
また、CN 対策で「変わらない」
は、維持更新費比率の全平均の７
割弱となっています。 

情報対応は、CN 対策が「増加」に比べて、「変わらない」方が大きいです。 
逆に、CN 対応では CN 対策が「増加」の方が大きいです。 

（11）CN（カーボンニュートラル）対策 
①保全費比率 

 
 
②維持更新費率 

 
 
③総保全費に占める「情報システム・情報技術」の割合および「CN対応」の割合 
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MP 対策の状況では、保全費比
率に大きな変化はありませんが、
「減少」の場合では、やや低くな
っています。 

MP 対策が「増加」の場合、維
持更新費比率が突出して高くな
っており、全平均の 2倍強です。 
「減少」では、全平均のおおよそ
半分です。 

MP 対策の状況によって、情報対応と CN対応が同じような変化をしています。 
MP 対策が「増加」では、情報対応・CN対応も大きく「変わらない」でもっとも小
さくなっています。 
 
 

（12）設備高度化－MP 
①保全費比率 

 
 
②維持更新費率 

 
 
③総保全費に占める「情報システム・情報技術」の割合および「CN対応」の割合 
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設備改造が「減少」の場合に、保
全費比率が低くなっています。 

維持更新費比率は、設備改造が
高い順から「増加」「変わらない」
「減少」の順になっています。 

情報対応、CN 対応ともに「増加」の割合が大きくなっています。 
設備改造が「減少」の場合、とくに情報対応が小さく、全平均の約 4 割です。 

（13）設備高度化－設備改造 
①保全費比率 

 
 
②維持更新費率 

 

 
③総保全費に占める「情報システム・情報技術」の割合および「CN対応」の割合 
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新技術採用状況では、保全費比
率に変化は見られません。 

新技術が「増加」の場合、維持
更新費比率が高くなっています。 
とくに「増加」では全平均の約 1.4
倍ですが、「変わらない」「減少」
で全平均を下回っています。 

新技術が「変わらない」および「減少」では、情報対応、CN 対応とも全平均と変わ
りません。しかし、新技術が「増加」では情報対応、CN 対応とも小さくなっていま
す。 

（14）設備高度化－新技術 
①保全費比率 

 
 
②維持更新費率 

 
 
③総保全費に占める「情報システム・情報技術」の割合および「CN対応」の割合 
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「TPM 新規実施」で、保全費
比率がもっとも低くなっていま
す。 
「外部コンサル TPM」と

「TPM 以外の現場活動」で、保
全費比率が高くなっています。 

「TPM 新規実施」で、維持更新
費比率がもっとも低くなってい
ます。 
「外部コンサル TPM」で、維持
更新費比率は、突出して高くなっ
ています（全平均の約 3.5 倍）。 
 

（15）現場活動 
①保全費比率 

 
 
②維持更新費率 
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「外部コンサル TPM」で、情報対応が大きくなっています（全平均の 2倍弱）。「点
検監視に集中」で、情報対応がもっとも小さくなっています。 

CN 対応は、大きな変化がありませんが、「点検監視に集中」がもっとも大きくなっ
ています。 

③総保全費に占める「情報システム・情報技術」の割合および「CN対応」の割合 
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情報技術の増加のうち、「ロボット」「DB・ビッグデータ」「解析技術（AI）」「予測
技術（AI）」は、保全費比率が低いです。 
「ドローン」「情報管理ソフト（人材系）」「位置情報」は、保全費比率が高くなって
います。また、「保全情報システム」もやや高いです。 
回答数の多い「遠隔監視」「各種センサー」「タブレット・モバイル通信」「通信基盤

ネットワーク」の保全費比率は、全平均とほぼ変わりません。 

（16）情報技術（増加） 
①保全費比率 
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維持更新費比率は、「位置情報」「音声認識」で高く、「画像解析・3D」「保全情報管
理システム」もやや高くなっています。また、「予測技術（AI）」「ドローン」「情報管
理ソフト（人材系）」は低くなっています。 
回答数の多い中では、「各種センサー」「タブレット・モバイル通信」「通信基盤ネッ

トワーク」の維持更新費比率が、全平均より高くなっています。 

②維持更新費率 
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情報対応では、「解析技術（AI）」と「予測技術（AI）」が大きくなっています。これ
に続いて、「ロボット」「情報管理ソフト（生産系）」保全情報管理システム」が大きい
です。 
「予測技術（AI）」の CN対応は、全平均より大きいですが、情報対応の大きさとは

差があります。 
「音声認識」では、情報対応より CN対応が大きくなっています。 
CN 対応では、「解析技術（AI）」「情報管理ソフト（生産系）」「予測技術（AI）」など
が全平均より大きいです。「ドローン」「位置情報」が小さいです。 

③総保全費に占める「情報システム・情報技術」の割合および「CN対応」の割合 
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＜まとめ＞ 
（17）まとめ表 
 保全費比率、維持更新費比率、情報対応、CN対応別に、高い順の上位および低い順
の下位を一覧表としました。 
 
① 保全費比率 

 
 

 

  

保全費比
率

情報技術（増加） 位置情報（2） 4.1
情報技術（増加） ドローン（11） 4.0

重点対策 現場活動
外部コンサルTPM
（3）

3.9

情報技術（増加）
情報管理ソフト（人
材系）（7）

3.9

重点対策 現場活動
TPM以外の現場活
動（15）

3.9

項目

保全費比率
高い順
（上位）

保全費比
率

故障状況 大故障 増加（9） 1.0
故障状況 小故障 増加（11） 1.4

保全業務量 自社 減少（4） 1.5

保全組織 折衷保全（9） 1.5

重点対策 現場活動 TPM新規実施（3） 1.5

重点対策 高度化－設備改造 減少（4） 1.5

項目

保全費比率
低い順
（下位）
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② 維持更新費比率 

 
 

 

  

維持更新
費率

重点対策 現場活動
外部コンサルTPM
（3）

11.7

高経年設備割合 減少（2） 10.1
重点対策 高経年対策 減少（2） 9.6
情報技術（増加） 音声認識（3） 7.0

重点対策 高度化－MP 増加（7） 6.9

項目

維持更新費
比率
高い順
（上位）

維持更新
費率

重点対策 現場活動 TPM新規実施（3） 0.5

故障状況 小故障 増加（11） 0.9
故障状況 大故障 増加（9） 1.1
重点対策 人材育成対策 変わらない（18） 1.4

情報技術（増加）
情報管理ソフト（人
材系）（7）

1.4

項目

維持更新費
比率
低い順
（下位）
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③ 情報対応 

 
 

 
 
④ CN対応 

 
 

 

情報対応
保全組織 折衷保全（9） 10.7

情報技術（増加）
予測技術（AI）
（8）

8.4

保全業務量 自社 減少（4） 8.3

重点対策 現場活動
外部コンサルTPM
（3）

7.5

重点対策 基本事項整備対策 変わらない（21） 6.8

項目

情報対応
高い順
（上位）

＊総保全費に占
める割合

情報対応
高経年設備割合 減少（2） 0.1

情報技術（増加） 位置情報（2） 1.1

重点対策 高度化－設備改造 減少（4） 1.7

重点対策 基本事項整備対策 増加（26） 2.1

項目
情報対応
低い順
（下位）

＊総保全費に占
める割合

CN対応
保全業務量 自社 減少（4） 6.7
重点対策 高経年対策 減少（2） 6.5
故障状況 大故障 減少（14） 6.0
重点対策 高度化－MP 増加（7） 5.7

項目CN対応
高い順
（上位）

＊総保全費に占
める割合

CN対応
情報技術（増加） 位置情報（2） 1.1
高経年設備割合 減少（2） 1.5
情報技術（増加） ドローン（11） 2.0
故障状況 大故障 増加（9） 2.0

項目CN対応
低い順
（下位）

＊総保全費に占
める割合
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